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条 例

　奈良市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに
公布する。
　令和２年５月１日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第24号
　　　奈良市国民健康保険条例の一部を改正する条例
　奈良市国民健康保険条例（昭和34年奈良市条例第13号）
の一部を次のように改正する。
　附則に次の見出し及び６項を加える。
　	（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係
る傷病手当金）
14	　給与等（所得税法第28条第１項に規定する給与等をい
い、賞与（健康保険法第３条第６項に規定する賞与をい
う。）を除く。以下同じ。）の支払を受けている被保険者
が療養のため労務に服することができないとき（新型イ
ンフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）
附則第１条の２に規定する新型コロナウイルス感染症（以
下「新型コロナウイルス感染症」という。）に感染した
とき又は発熱等の症状があり新型コロナウイルス感染症
の感染が疑われるときに限る。）は、その労務に服する
ことができなくなつた日から起算して３日を経過した日
（その日が令和２年１月１日から規則で定める日までの
間にある場合に限る。）から労務に服することができな
い期間のうち労務に就くことを予定していた日について、
傷病手当金を支給する。
15	　傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を
始める日の属する月以前の直近の継続した３月間の給与
等の収入の額の合計額を就労日数で除した金額（その金
額に５円未満の端数があるときはこれを切り捨て、５円
以上10円未満の端数があるときはこれを10円に切り上げ
るものとする。）の３分の２に相当する金額（その金額
に50銭未満の端数があるときはこれを切り捨て、50銭以
上１円未満の端数があるときはこれを１円に切り上げる
ものとする。）とする。ただし、健康保険法第40条第１
項に規定する標準報酬月額等級の最高等級の標準報酬月
額の30分の１に相当する金額の３分の２に相当する金額
を超えるときは、その金額とする。
16	　傷病手当金の支給期間は、その支給を始めた日から起
算して１年６月を超えないものとする。
　	（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係
る傷病手当金と給与等との調整）
17	　新型コロナウイルス感染症に感染した場合又は発熱等
の症状があり新型コロナウイルス感染症の感染が疑われ

る場合において給与等の全部又は一部を受けることがで
きる者に対しては、これを受けることができる期間は、
傷病手当金を支給しない。ただし、その受けることがで
きる給与等の額が、附則第15項の規定により算定される
額より少ないときは、その差額を支給する。
18	　前項に規定する者が、新型コロナウイルス感染症に感
染した場合において、その受けることができるはずであ
つた給与等の全部又は一部につき、その全額を受けるこ
とができなかつたときは傷病手当金の全額、その一部を
受けることができなかつた場合においてその受けた額が
傷病手当金の額より少ないときはその額と傷病手当金と
の差額を支給する。ただし、同項ただし書の規定により
傷病手当金の一部を受けたときは、その額を支給額から
控除する。
19	　前項の規定により市が支給した金額は、当該被保険者
を使用する事業所の事業主から徴収する。
　　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
	 （令和２年５月１日掲示済）

	
　奈良市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条
例をここに公布する。
　令和２年５月１日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
奈良市条例第25号
　　　	奈良市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正す

る条例
　奈良市後期高齢者医療に関する条例（平成20年奈良市条
例第15号）の一部を次のように改正する。
　附則に次の１条を加える。
　（市において行う事務の特例）
第	３条　広域連合条例附則第４条第１項の規定による傷病
手当金の支給が行われる間、市は、第２条の規定により
行う事務のほか、当該傷病手当金の支給に係る申請書の
提出の受付を行う。
　　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
	 （令和２年５月１日掲示済）

	
　奈良市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正
する条例をここに公布する。
　令和２年５月13日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
奈良市条例第26号
　　　	奈良市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を

改正する条例

教 育 委 員 会
月 日 番号 　件　名

５ 26 14 奈良市通級指導教室設置要綱の一部を改正する告示 教育支援 ・相談課
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　（奈良市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正）
第	１条　奈良市特別職の職員の給与に関する条例（昭和27
年奈良市条例第29号）の一部を次のように改正する。
　　附則に次の１項を加える。
　　	（令和２年６月及び同年12月に支給する期末手当に関
する特例措置）

　16	　令和２年６月及び同年12月に支給する市長等の期末
手当の額は、第６条の規定にかかわらず、同条の規定
により算出した額から、その額に100分の30（副市長
にあつては、100分の10）を乗じて得た額（その額に
１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）
を減じた額とする。

　（教育長の給与に関する条例の一部改正）
第	２条　教育長の給与に関する条例（昭和45年奈良市条例
第８号）の一部を次のように改正する。
　　附則に次の１項を加える。
　　	（令和２年６月及び同年12月に支給する期末手当に関
する特例措置）

　８	　令和２年６月及び同年12月に支給する教育長の期末
手当の額は、第５条の規定にかかわらず、同条の規定
により算出した額から、その額に100分の10を乗じて
得た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、こ
れを切り捨てた額）を減じた額とする。

　（奈良市常勤の監査委員の給与に関する条例の一部改正）
第	３条　奈良市常勤の監査委員の給与に関する条例（平成
４年奈良市条例第２号）の一部を次のように改正する。
　　附則に次の１項を加える。
　　	（令和２年６月及び同年12月に支給する期末手当に関
する特例措置）

　７	　令和２年６月及び同年12月に支給する監査委員の期
末手当の額は、第６条の規定にかかわらず、同条の規
定により算出した額から、その額に100分の10を乗じ
て得た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、
これを切り捨てた額）を減じた額とする。

　（奈良市公営企業管理者の給与に関する条例の一部改正）
第	４条　奈良市公営企業管理者の給与に関する条例（昭和
41年奈良市条例第29号）の一部を次のように改正する。
　　附則に次の１項を加える。
　　	（令和２年６月及び同年12月に支給する期末手当に関
する特例措置）

　８	　令和２年６月及び同年12月に支給する管理者の期末
手当の額は、第５条の規定にかかわらず、同条の規定
により算出した額から、その額に100分の10を乗じて
得た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、こ
れを切り捨てた額）を減じた額とする。

　　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
	 （令和２年５月13日掲示済）

規 則

　奈良市国民健康保険規則の一部を改正する規則をここに
公布する。
　令和２年５月１日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
奈良市規則第37号
　　　奈良市国民健康保険規則の一部を改正する規則
　奈良市国民健康保険規則（昭和34年奈良市規則第11号）
の一部を次のように改正する。
　附則に次の１項を加える。
　	（新型コロナウイルス感染症にかかる傷病手当金の支給
申請）
３	　条例附則第14項の規定による傷病手当金の支給を受け
ようとする者は、国民健康保険傷病手当金支給申請書（別
記第17号様式）を市長に提出しなければならない。
　別記第16号様式の次に次の１様式を加える。
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あ
り

感
染
が
疑
わ
れ
る
場
合
を
含
む
。
）
に
よ
ら
な
い
休
暇
や

勤
務
予
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が
な
か
っ
た
日
は
除
く
。

（
給

与
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＝
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数
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期
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象
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な
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賃
金
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状
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く
だ

さ
い
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を
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。
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月
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上

記
の
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お
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㊞

担
当

者
氏

名

賃
金

計
算

方
法
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欠

勤
控

除
計
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方

法
等
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つ
い
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ご

記
入

く
だ

さ
い

。

単
価

（
円

）

時
 　

給 手
当

手
当

手
当

手
当

現
物

給
与

計

労
務

に
服

す
る

こ
と

が
で

き
な

か
っ

た
期

間
を

含
む

賃
金

計
算

期
間

の
勤

務
状

況
及

び
賃

金
支

払
状

況
等

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

事 業 主 が 証 明 す る と こ ろ

事
業

所
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在
地

事
業

所
名

称
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．
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．
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①
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熱
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感
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れ

る
場
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を

含
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）
に

よ
り
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労

務
に

服
す

る
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

期
間

の
属

す
る

月
に

お
け

る
勤

務
状

況
上

記
の

事
由

に
よ

る
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給
休

暇
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②
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型
コ

ロ
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ウ
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染
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（
発

熱
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合
を

含
む
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に

よ
り

、
労

務
に

服
す

る
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

期
間

の
属

す
る

月
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直
近

３
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い
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検
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当
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給
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請
書

（
医

療
機
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医 療 機 関 担 当 者 が 意 見 を 記 入 す る と こ ろ

診
療

日
及

び
入

院
し

て
い

た
日

を
○
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囲

ん
で

く
だ

さ
い
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　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。
	 （令和２年５月１日掲示済）

	
　奈良市高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業実施規則の
一部を改正する規則をここに公布する。
　令和２年５月28日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
奈良市規則第38号
　　　	奈良市高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業実施規

則の一部を改正する規則
　奈良市高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業実施規則
（平成10年奈良市規則第43号）の一部を次のように改正する。
　第４条の見出し中「等」を削り、同条第２項を削る。
　第５条を次のように改める。
　（事業の委託）
第	５条　市長は、派遣事業の全部又は一部を市長が適当と
認める社会福祉法人等に委託することができる。
　別記第１号様式及び別記第２号様式を削る。
　　　附　則
　この規則は、令和２年10月１日から施行する。
	 （令和２年５月28日掲示済）

	
　奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布
する。
　令和２年５月28日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
奈良市規則第39号
　　　	奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律施行細則の一部を改正する規則
　奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律施行細則（平成18年奈良市規則第80号）の一
部を次のように改正する。
　第27条第１項第８号中「重度訪問介護」の次に「（エを
利用する場合を除く。）」を加え、同号に次のように加える。
　　エ　大学修学支援型
　　　	　重度訪問介護の対象者であって、大学等（学校教

育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学（大学
院及び短期大学を含む。）、高等専門学校、専修学校
及び各種学校をいう。）に在籍しており、入学後に
停学その他の処分を受けていないもの。ただし、入
学後に病気、留学等のやむを得ないと認められる特
別な事由なく前年度に単位を修得しておらず、又は
修得単位数が極めて少ない等学習の意欲に欠ける者
を除く。

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正
後の奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律施行細則第27条の規定は、令和２年４月１
日以後の利用に係る地域生活支援事業について適用する。

	 （令和２年５月28日掲示済）
	

　奈良市保健所長事務委任規則の一部を改正する規則をこ
こに公布する。
　令和２年５月28日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
奈良市規則第40号
　　　奈良市保健所長事務委任規則の一部を改正する規則
　奈良市保健所長事務委任規則（平成14年奈良市規則第58
号）の一部を次のように改正する。
　第２条第25号ケを削り、同号コ中「第22条の６第３項」
を「第22条の６」に改め、同号コを同号ケとし、同号サ中
「第３項」を「第４項」に改め、同号サを同号コとし、同
号シを同号サとし、同号ス中「第24条の２」を「第24条の
２の２」に改め、同号スを同号シとし、同号セを同号スと
し、同号ソ中「第25条第１項及び第２項」を「第25条第２
項及び第３項」に改め、同号ソを同号セとし、同号タ中「第
25条第３項」を「第25条第４項」に改め、同号タを同号ソ
とし、同号中チからマまでをタからホまでとし、同号ミ中
「第13条第10号」を「第13条第11号」に改め、同号ミを同
号マとし、同号中ムをミとし、メからヤまでをムからモま
でとし、同号ユ中「第20条第３号本文」を「第20条第３号」
に改め、同号ユを同号ヤとし、同号中ヨをユとし、ラから
ルまでをヨからリまでとし、同項第33号中テをナとし、ツ
からセまでをトからタまでとし、同号ス中「第４条ただし
書」を「第３条ただし書」に改め、同号スを同号ソとし、
同号中アからシまでをウからセまでとし、同号にア及びイ
として次のように加える。
　　ア	　法第８条第１項の規定による指定成分等含有食品

の健康被害等情報の届出の受理に関すること。
　　イ	　法第８条第３項に規定する指定成分等の摂取によ

るものと疑われる人の健康に係る被害に関する調査
に関すること。

　　　附　則
　この規則は、令和２年６月１日から施行する。
	 （令和２年５月28日掲示済）

	
　奈良市食品衛生法施行細則の一部を改正する規則をここ
に公布する。
　令和２年５月28日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
奈良市規則第41号
　　　奈良市食品衛生法施行細則の一部を改正する規則
　奈良市食品衛生法施行細則（平成14年奈良市規則第９
号）の一部を次のように改正する。
　第１条中「、奈良県食品衛生法施行条例」を「及び奈良
県食品衛生法施行条例」に改め、「及び奈良市食品衛生法
の営業の施設に関する公衆衛生の基準を定める条例（平成
13年奈良市条例第47号。以下「条例」という。）」を削る。
　第２条中「第９条第１項」を「第10条第１項」に改める。
　第５条を次のように改める。
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　（公衆衛生上必要な措置の基準）
第	５条　省令別表第17第４号イの飲用に適する水は、次に
掲げる条件を満たすものとする。
　⑴	　食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第
370号。以下「告示」という。）に規定する食品製造用
水に該当すること。

　⑵	　遊離残留塩素（塩素による消毒をしている場合に限
る。）については、0.1ミリグラム毎リットル以上であ
ること。

　第７条第２項第１号イ及び第２号イ中「第５条第３項」
を「第５条」に改める。
　第14条の２第４項第５号中「条例第２条第１号クアの責
任者」を「省令第66条の２第１項別表第17第１号イの食品
衛生責任者」に改める。
　別表第１中「第11条第１項」を「第13条第１項」に改め
る。
　別記第１号様式及び別記第２号様式中「氏　　名
　　　　㊞」を「氏　　名　　　　　　　　」に改める。
　別記第３号様式中「氏　　名　　　　　　　㊞」を「氏	
　　名　　　　　　　　」に、「第５条第３項」を「第５条」
に改める。
　別記第６号様式中「氏　　名　　　　　　　㊞」を「氏	
　　名　　　　　　　　」に改める。
　別記第７号様式及び別記第８号様式中「代表者の氏名	
　　　　　　　㊞」を「代表者の氏名　　　　　　　　」
に改める。
　別記第10号様式中「氏　　名　　　　　　　㊞」を「氏	
　　名　　　　　　　　」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和２年６月１日から施行する。
　（経過措置）
２	　食品衛生法等の一部を改正する法律（平成30年法律第
46号）附則第５条に規定する公衆衛生上必要な措置につ
いては、この規則の施行の日から起算して１年間は、こ
の規則による改正前の奈良市食品衛生法施行細則第５条
の規定により定められた基準によることとする。
３	　この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の奈
良市食品衛生法施行細則の規定に基づき作成されている
用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することがで
きる。
	 （令和２年５月28日掲示済）

	
　奈良市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改
正する規則をここに公布する。
　令和２年５月28日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
奈良市規則第42号
　　　	奈良市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部

を改正する規則
　奈良市消防団員等公務災害補償条例施行規則（昭和41年

奈良市規則第29号）の一部を次のように改正する。
　別表第４常時介護を要する状態の項中「165,150円」を
「166,950円」に、「70,790円」を「72,990円」に改め、同表
随時介護を要する状態の項中「82,580円」を「83,480円」に、
「35,400円」を「36,500円」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１	　この規則は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２	　この規則による改正後の奈良市消防団員等公務災害補
償条例施行規則別表第４の規定は、令和２年４月１日以
後の期間に係る介護補償の額について適用し、同日前の
期間に係る介護補償の額については、なお従前の例によ
る。
	 （令和２年５月28日掲示済）

	
　奈良市マイナンバーカードセンター規則をここに公布す
る。
　令和２年５月28日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
奈良市規則第43号
　　　奈良市マイナンバーカードセンター規則
　（設置）
第	１条　個人番号カードの普及促進及び市民の利便を図る
ため、市民部市民課市民サービスセンターに奈良市マイ
ナンバーカードセンター（以下「センター」という。）
を置く。
　（名称及び位置）
第２条　センターの名称及び位置は、次のとおりとする。

名　　　　　称 位　　　　　置
奈良市マイナンバーカー
ドセンター

奈良市西大寺東町二丁目
４番１号

　（取扱事務）
第３条　センターにおいては、次に掲げる事務を取り扱う。
　⑴	　電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の
認証業務に関する法律（平成14年法律第153号）に基
づく事務処理に関すること。

　⑵	　社会保障・税番号制度に係る個人番号の通知及び個
人番号カードの交付に関すること。

　⑶　その他市長が特に必要と認めること。
　（職員）
第４条　センターに主任その他必要な職員を置く。
２	　主任は、上司の命を受けてセンターの事務を掌理し、
所属職員を指揮監督する。
３	　その他の職員は、上司の命を受けて担当事務に従事する。
　（事務取扱時間）
第	５条　センターの事務取扱時間は、午前10時から午後８
時まで（土曜日は、午前10時から午後６時30分まで）と
する。
　（休所日）
第	６条　センターの休所日は、日曜日、国民の祝日に関す
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る法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日及び12
月29日から翌年の１月３日までの日とする。
２	　前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要があると
認めるときは、休所日以外の日に開所しないことがある。
　（その他）
第	７条　この規則の施行に関し必要な事項は、市長が定める。
　　　附　則
　この規則は、令和２年６月12日から施行する。
	 （令和２年５月28日掲示済）

	
　奈良市公印規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　令和２年５月28日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
奈良市規則第44号
　　　奈良市公印規則の一部を改正する規則
　奈良市公印規則（昭和25年奈良市規則第12号）の一部を
次のように改正する。
　別表市長認印の項中

「

」

を

小判形
縦５
横４

市民課 住民基本台
帳カード事
務、在留カ	
ード事務、
特別永住者
証明書事
務、通知カ	
ード事務及
び個人番号
カード事務
用

２

西部出張所
住民課 １

東部出張所 １

北部出張所 １

月ヶ瀬行政
センター総
務住民課

１

都祁行政セ
ンター総務
住民課

１

「

」

に改め

小判形
縦５
横４

市民課 住民基本台
帳カード事
務、在留カ	
ード事務、
特別永住者
証明書事務
及び個人番
号カード事
務用

４

西部出張所
住民課 １

東部出張所 １

北部出張所 １

月ヶ瀬行政
センター総
務住民課

１

都祁行政セ
ンター総務
住民課

１

る。
　　　附　則
　この規則は、令和２年６月12日から施行する。
	 （令和２年５月28日掲示済）

告 示

奈良市告示第272号
　奈良市高齢者虐待防止対策協議会設置要綱の一部を改正
する告示を次のように定める。
　令和２年５月12日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
　　　	奈良市高齢者虐待防止対策協議会設置要綱の一部を

改正する告示
　奈良市高齢者虐待防止対策協議会設置要綱（平成25年奈
良市告示第112号）の一部を次のように改正する。
　別表の１の表中「奈良市市民活動部男女共同参画課」を

「奈良市市民部男女共同参画課」に、
「奈良市福祉部保護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市福祉部保護
第一課
第二課」

を「奈良市福祉部保護課」に、「奈良市消防局災

害対策室救急課」を「奈良市消防局救急課」に改める。
　　　附　則
　この告示は、令和２年５月12日から施行する。
	 （令和２年５月12日掲示済）

	
奈良市告示第304号
　奈良市飼い主のいない猫不妊去勢手術補助金交付要綱を
次のように定める。
　令和２年５月21日

　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
　　　	奈良市飼い主のいない猫不妊去勢手術補助金交付要

綱
　（趣旨）
第	１条　飼い主のいない猫の繁殖を抑制し、市民の良好な
生活環境の保全を図るとともに、本市における猫の殺処
分数を削減するため、市内に生息する飼い主がいない又
は不明である猫（以下「飼い主のいない猫」という。）
に不妊又は去勢手術（以下「手術」という。）を受けさ
せる経費について、予算の範囲内で奈良市飼い主のいな
い猫不妊去勢手術補助金（以下「補助金」という。）を
交付するものとし、その交付について、奈良市補助金等
交付規則（昭和59年奈良市規則第23号）に定めるものの
ほか、この要綱に定めるところによる。
　（補助対象者）
第	２条　補助金の交付を受けることができる者は、市内に
住所を有する個人又は地域自治組織（自治会その他の市
内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて組織
された団体をいう。以下同じ。）の代表者とする。
　（補助対象事業）
第	３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象
事業」という。）は、公益社団法人奈良県獣医師会所属
の動物病院で市長が別に定めるもの（以下「対象動物病
院」という。）において、飼い主のいない猫に受けさせ
る手術とする。
　（補助金の額）
第	４条　補助金の額は、１頭につき10,000円とする。ただ
し、手術費用が10,000円に満たない場合は、当該手術費
用の額とする。
　（事前相談）
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第	５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」
という。）は、あらかじめ市長に飼い主のいない猫に手
術を受けさせる旨の事前相談を行わなければならない。
２	　市長は、前項の事前相談において必要事項を聴き取っ
た上、必要に応じて手術を受けさせようとする猫の生息
地域等の調査を行うことができる。
　（補助金の交付申請）
第	６条　申請者は、奈良市飼い主のいない猫不妊去勢手術
補助金交付申請書（別記第１号様式。以下「申請書」と
いう。）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなけ
ればならない。
　⑴　確認書（別記第２号様式）
　⑵　その他市長が必要と認める書類
２	　前項の規定による申請に当たって、手術を受けさせよ
うとする飼い主のいない猫の数は、１回の申請につき５
頭以内としなければならない。
３	　同一年度内において申請をすることができる飼い主の
いない猫の総数は、申請者が個人の場合にあっては同一
世帯当たり５頭とし、申請者が地域自治組織の代表者の
場合にあっては１団体当たり５頭とする。ただし、地域
自治組織の代表者が申請を行う場合において、補助対象
事業の実施状況等により市長が必要と認めたときは、こ
の限りでない。
　（交付決定）
第	７条　市長は、前条第１項の規定による申請書の提出が
あったときは、これを審査して補助金の交付の可否を判
断し、適当と決定したときは奈良市飼い主のいない猫不
妊去勢手術補助金交付決定通知書（別記第３号様式）に
より、不適当と決定したときは奈良市飼い主のいない猫
不妊去勢手術補助金不交付決定通知書（別記第４号様
式）により当該申請者に通知するものとする。
　（申請内容の変更等）
第	８条　前条の規定により補助金の交付決定の通知を受け
た者（以下「補助事業者」という。）は、手術を実施で
きない等申請内容に変更等が生じたときは、次条第２項
に規定する手術の実施期限までに奈良市飼い主のいない
猫不妊去勢手術補助金交付申請に係る変更・中止承認申
請書（別記第５号様式）を市長に提出しなければならな
い。
　（手術の実施）
第	９条　補助事業者は、第７条の規定により補助金の交付
が決定したときは、対象動物病院において当該飼い主の
いない猫に手術を受けさせるものとする。この場合にお
いて、獣医師は、手術が済んでいることが判別できるよ
う、手術後、当該猫の耳先にＶ字カットを実施するもの
とする。
２	　前項の手術は、補助金の交付決定のあった日の翌日か
ら起算して60日以内又は交付決定のあった年度の末日
（その日が土曜日又は日曜日に当たるときは、その日前
において、その日に最も近い日曜日又は土曜日でない日
をいう。）のいずれか早い日までに受けさせるものとする。

３	　申請者は、前項の手術を受けさせたときは、手術を実
施した対象動物病院の獣医師に奈良市飼い主のいない猫
不妊去勢手術実施報告書（別記第６号様式）の証明欄へ
記名及び押印を求めるものとする。
　（実施報告）
第	10条　補助事業者は、前条の規定により手術を実施した
ときは、前条第３項に規定する実施報告書に次に掲げる
書類を添付して、手術の完了後30日以内又は補助金の交
付決定のあった年度の末日（これらの日が奈良市の休日
を定める条例（平成元年奈良市条例第３号）第１条第１
項に規定する市の休日（以下「市の休日」という。）に
当たるときは、それぞれの日前において、それぞれの日
に最も近い市の休日でない日）のいずれか早い日までに
市長に提出しなければならない。
　⑴　飼い主のいない猫の手術費用に係る領収書
　⑵　耳先にＶ字カットを行ったことがわかる写真
　⑶　その他市長が必要と認める書類
　（補助金の額の確定）
第	11条　市長は、前条の規定による実施報告書の提出が
あったときは、これを審査して補助金の交付金額を確定
し、奈良市飼い主のいない猫不妊去勢手術補助金確定通
知書（別記第７号様式）により、補助事業者に通知する
ものとする。
　（補助金の交付請求）
第	12条　補助事業者は、補助金の支払を受けようとすると
きは、前条の補助金の額の確定の後、市長が定める期日
までに奈良市飼い主のいない猫不妊去勢手術補助金交付
請求書（別記第８号様式）を市長に提出しなければなら
ない。
　（補則）
第	13条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、そ
の都度市長が定める。
　　　附　則
　この告示は、令和２年５月21日から施行する。
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管

理
す

る
こ

と
。

 

４
 

猫
を

管
理

す
る

中
で

、
地

域
住

民
等

か
ら

問
合

せ
が

あ
っ

た
際

に
は

、
真

摯
に

対
応

す
る

こ
と

。
 

５
 

猫
に

飼
い

主
が

い
る

こ
と

が
判

明
し

た
場

合
、

発
生

す
る

問
題

に
つ

い
て

は
自

ら
が

責
任

を
持

っ
て

飼
い

主
と

の
間

で
解

決
す

る
こ

と
。

 

６
 

手
術

が
済

ん
で

い
る

こ
と

が
判

別
で

き
る

よ
う

、
手

術
と

同
時

に
猫

の
耳

先
に

Ｖ
字

カ
ッ

ト
を

実
施

す
る

こ
と

。 

７
 

奈
良

市
か

ら
問

合
せ

や
調

査
の

依
頼

が
あ

っ
た

場
合

、
協

力
す

る
こ

と
。

 

８
 

手
術

に
か

か
る

費
用

に
つ

い
て

、
当

該
補

助
金

以
外

の
補

助
制

度
と

併
用

す
る

等
し

て
利

益
を

得
よ

う
と

し
な

い
こ

と
。

 

９
 

偽
り

そ
の

他
不

正
な

手
段

に
よ

り
補

助
金

の
交

付
を

受
け

た
場

合
は

、
補

助
金

を
返

還
す

る
こ

と
。

 

 
 

別
記

 

第
１

号
様

式
（
第
６
条

関
係
）

 

 

奈
良

市
飼

い
主

の
い

な
い

猫
不

妊
去

勢
手

術
補

助
金

交
付

申
請

書
 

 

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

 
 
（

宛
先

）
奈
良
市

長
 

  
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
（
申

請
者
）

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
住

所
又
は
所
在

地
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
氏

名
又
は
団
体

名
及
び

代
表

者
氏

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

㊞
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
電

話
番
号

 

 

奈
良

市
飼

い
主

の
い

な
い

猫
不

妊
去

勢
手

術
補

助
金

交
付

要
綱

第
６

条
の

規
定

に
よ

り
、

関
係

書
類

を
添

え
て

、

次
の

と
お

り
申

請
し
ま

す
。
 

補
助

年
度

 
 

生
息

地
域

 
奈
良
市
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

周
辺

 

手
術

を
予

定
し
て

 
い

る
猫

の
数

 
 
 
 

 
 

 
頭

 
（
上

限
 

５
頭

）
 

補
助

金
交

付
申
請
額

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
円

 
（
限
度
額

 
１
頭
当

た
り

１
０

，
０

０
０

円
）

 
完

了
予

定
年

月
日

 
（

手
術

予
定

日
）

 
 

申
請

に
必

要
な
も
の

 

・
確
認
書

（
別
記
第
２

号
様
式
）

 
・
生
息
地

域
を
示
し
た

地
図
（
生
息

地
域

に
つ

い
て

表
記

す
る

こ
と

が
困

難
で

あ

る
場
合
は

、
で
き
る
限

り
詳
し
く
生

息
地

を
示

し
た

地
図

の
添

付
を

も
っ

て
生

息
地
域
の

表
記
に
代
え

る
こ
と
が
で

き
る

。）
 

・
そ
の
他

市
長
が
必
要

と
認
め
る
書

類
 

注
意

事
項

 
・
確
認
書

の
内
容
を
遵

守
す
る
こ
と

。
 

主
務

課
長

の
意
見
※

 
 

注
 
※

印
の

欄
は
記
入

し
な
い
こ
と

。
 

 
 



第
４
号
様
式
（
第
７
条
関
係
）

第
３
号
様
式
（
第
７
条
関
係
）

号外第３号
令和３年３月16日
　　（火 曜 日） 奈 良 市 公 報

― 10 ―  ― 11 ―

第
３

号
様

式
（
第
７
条

関
係
）

 

 

奈
良

市
飼

い
主

の
い

な
い

猫
不

妊
去

勢
手

術
補

助
金

交
付

決
定

通
知

書
 

  
 
奈

良
市

指
令
 
 

第
 
 
号

 

  
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

住
所
又
は
所

在
地

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

氏
名
又
は
団

体
名
及

び
代

表
者

氏
名

 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

付
け

補
助

金
交

付
申

請
に

対
し

、
奈

良
市

飼
い

主
の

い
な

い
猫

不
妊

去
勢

手
術

補
助

金
交

付
要

綱
第

７
条

の
規

定
に

基
づ

き
、

次
の

と
お

り
補

助
金

を
交

付
す

る
こ

と
と

決
定

し
ま

し
た

の
で

通
知

し
ま

す
。

 

 

 
 

年
 

 
月
 

 
日

 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
奈

良
市

長
 

 
 
 

 
 

 
 

 
印

 

 

補
助

年
度

 
 

生
息

地
域

 
奈
良
市
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

周
辺

 

手
術

を
予

定
し
て

 
い

る
猫

の
数

 
 
 
 

 
 

 
頭

 
（
上

限
 

５
頭

）
 

補
助

金
交

付
決
定
額

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

円
 

（
限
度
額

 
１

頭
当

た
り

1
0
,
0
0
0
円

）
 

交
付

条
件

 

１
 

補
助

事
業

等
の

内
容

、
経

費
の

配
分

の
変

更
（

市
長

が
定

め
る

軽
微

な
変

更
を

除

く
。）

を
す
る

場
合
に
お

い
て
は
、
市

長
の

承
認

を
受

け
る

こ
と

。
 

２
 

補
助

事
業

等
を

中
止

し
、

又
は

廃
止

す
る

場
合

に
お

い
て

は
、

市
長

の
承

認
を

受

け
る
こ
と

。
 

３
 

補
助

事
業

等
が

予
定

の
期

間
内

に
完

了
し

な
い

場
合

又
は

補
助

事
業

等
の

遂
行

が

困
難

と
な

っ
た

場
合

に
お

い
て

は
、

速
や

か
に

市
長

に
報

告
し

て
そ

の
指

示
を

受
け

る
こ
と
。

 

４
 
確
認

書
の
内
容
を

遵
守
す
る
こ

と
。

 

注
 
こ

の
交

付
決
定
に

対
し
て
不
服

が
あ
る
場
合

は
、
こ
の
通

知
書
を

受
領

し
た

日
か

ら
起

算
し

て
1
5
日

以
内

に

文
書

で
申

請
の
取
下
げ

を
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す

。
 

     

第
４

号
様

式
（

第
７

条
関

係
）

 

 

奈
良

市
飼

い
主

の
い

な
い

猫
不

妊
去

勢
手

術
補

助
金

不
交

付
決

定
通

知
書

 

  
奈

良
市

指
令

 
 
第

 
 

号
 

  
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
住

所
又

は
所

在
地

 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
氏

名
又

は
団

体
名

及
び

代
表

者
氏

名
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 

  
 

 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

付
け

補
助

金
交

付
申

請
に

対
し

、
奈

良
市

飼
い

主
の

い
な

い
猫

不
妊

去
勢

手
術

補
助

金
交

付
要

綱
第

７
条

の
規

定
に

基
づ

き
、

下
記

の
理

由
に

よ
り

不
交

付
と

決
定

し
ま

し
た

の
で

通
知

し
ま

す
。

 

 

 
 

年
 

 
月

 
 
日

 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
奈

良
市

長
 
 

 
 

 
 
 

 
 
印

 

 

記
 

  
 

 
理

由
：

 

          

 
 



第
５
号
様
式
（
第
８
条
関
係
）

第
６
号
様
式
（
第
９
条
関
係
）

号外第３号
令和３年３月16日
　　（火 曜 日）奈 良 市 公 報

― 12 ―

第
５

号
様

式
（

第
８
条

関
係
）

 

 

奈
良
市
飼

い
主
の
い
な

い
猫
不
妊
去

勢
手
術
補

助
金

交
付

申
請

に
係

る
 

変
更
・
中

止
承
認
申
請

書
 

 

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

 
 
（

宛
先

）
奈
良
市

長
 

  
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
（
申
請

者
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
住
所

又
は
所
在
地

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
氏
名

又
は
団
体
名

及
び
代

表
者

氏
名

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

㊞
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
電
話

番
号
 

  
奈

良
市

飼
い

主
の

い
な

い
猫

不
妊

去
勢

手
術

補
助

金
交

付
要

綱
第

８
条

の
規

定
に

よ
り

、
次

の
と

お
り

申
請

し
ま

す
。

 

 

補
助

年
度

 
 

指
令

年
月

日
 

 
 
 
年

 
 
月
 
 

日
 

指
令
番
号

 
奈

良
市

指
令

 
 

 
 

第
 

 
 

 
号

 

生
息

地
域

 
奈
良
市
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

周
辺

 

変
更

又
は

中
止

の
年

月
日

 
年
 
 
 

月
 

 
 

日
 

変
更

又
は

中
止

の
内

容
 

       
 

 
 

第
６

号
様

式
（

第
９

条
関

係
）

 

 

奈
良

市
飼

い
主

の
い

な
い

猫
不

妊
去

勢
手

術
実

施
報

告
書

 

 

 
 
年

 
 

月
 

 
日

 

 
 

（
宛

先
）

奈
良

市
長

 

  
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
（

報
告

者
）

 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
住

所
又

は
所

在
地

 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
氏

名
又

は
団

体
名

及
び

代
表

者
氏

名
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
㊞

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
電

話
番

号
 

  
飼

い
主

の
い

な
い

猫
に

不
妊

去
勢

手
術

を
実

施
し

ま
し

た
の

で
、

奈
良

市
飼

い
主

の
い

な
い

猫
不

妊
去

勢
手

術
補

助
金

交
付

要
綱

第
1
0
条

の
規

定
に

よ
り

報
告

し
ま

す
。

 
 

補
助

年
度

 
 

指
令

年
月

日
 

 
 
 
 

年
 
 
 
月

 
 
 

日
 

指
令

番
号

 
奈

良
市

指
令

 
 
 

第
 

 
 
号

 

生
息

地
域

 
奈

良
市

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
周

辺
 

手
術

し
た

猫
の

数
 

 
 
 

 
 

 
頭

（
上

限
 
５

頭
）

 

手
術

に
係

る
費

用
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

円
 

補
助

金
交

付
決

定
額

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
円

 
番

号
 

種
類

 
性

別
 

毛
色

 
推

定
年

齢
 

手
術

実
施

日
 

１
 

雑
種

・
 

 
 

オ
ス

・
メ

ス
 

 
 

年
 
 

月
 

 
日

 

２
 

雑
種

・
 

 
 

オ
ス

・
メ

ス
 

 
 

年
 
 

月
 

 
日

 

３
 

雑
種

・
 

 
 

オ
ス

・
メ

ス
 

 
 

年
 
 

月
 

 
日

 

４
 

雑
種

・
 

 
 

オ
ス

・
メ

ス
 

 
 

年
 
 

月
 

 
日

 

５
 

雑
種

・
 

 
 

オ
ス

・
メ

ス
 

 
 

年
 
 

月
 

 
日

 
 

獣
医

師
証

明
欄

 

□
 
マ

イ
ク

ロ
チ

ッ
プ

が
装

着
さ

れ
て

い
な

い
こ

と
を

確
認

し
ま

し
た

。
 

□
 
耳

カ
ッ

ト
を

実
施

し
ま

し
た

。
 

上
記

の
猫

の
不

妊
去

勢
手

術
を

行
っ

た
こ

と
を

証
明

し
ま

す
。

 
 
 
 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

 
所

 
在

 
地

 
病

 
院

 
名

 
実

施
獣

医
師

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

印
 

報
告

事
項

審
査

結
果

 

（
主

務
課

長
）

記
入

不
要

 

 

添
付

書
類

 

１
 

不
妊

去
勢

手
術

に
係

る
費

用
が

わ
か

る
領

収
書

（
領

収
書

の
右

上
に

該
当

す
る

猫
の

番
号

を
記

入
す

る
こ

と
。
）
 

２
 
猫

の
耳

先
に

Ｖ
字

カ
ッ

ト
し

た
こ

と
が

わ
か

る
写

真
（

写
真

の
裏

面
に

該
当

す
る

猫
の

番
号

を
記

入
す

る
こ

と
。）

 
３

 
そ

の
他

市
長

が
必

要
と

認
め

る
書

類
 

 



第
７
号
様
式
（
第
11
条
関
係
）

第
８
号
様
式
（
第
12
条
関
係
）

号外第３号
令和３年３月16日
　　（火 曜 日） 奈 良 市 公 報

― 12 ―  ― 13 ―

第
７

号
様

式
（
第
１
１

条
関
係
）

 

 

奈
良

市
飼

い
主

の
い

な
い

猫
不

妊
去

勢
手

術
補

助
金

確
定

通
知

書
 

 

 
 

 
第

 
 

 
号
 

 
 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

  

 
 

 
住

所
又

は
所
在

地
 

 
 

 
氏

名
又

は
団
体

名
及
び
代
表

者
氏
名

 

 

奈
良

市
長

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
印

 
 

 

  
 

 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

付
け

実
施

報
告

の
あ

っ
た

こ
と

に
つ

い
て

、
次

の
と

お
り

補
助

金
の

額
を

確
定

し
た

の
で

、
奈

良
市

飼
い
主

の
い
な
い
猫

不
妊
去
勢
手

術
補
助
金
交

付
要
綱

第
1
1
条

の
規

定
に

よ
り

通
知

し
ま

す
。

 

 

補
助

年
度

 
 

指
令

年
月

日
 

 
 
 
年

 
 
月
 

 
日

 
指
令
番
号

 
奈

良
市

指
令

 
 
 

 
第

 
 
 
号

 

生
息

地
域

 
奈
良
市
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
周

辺
 

手
術

し
た

猫
の
数

 
 
 
 

 
 

 
 

頭
 

（
上
限
 

５
頭

）
 

補
助

金
等

の
交

付
決

定
金

額
 

円
 

手
術

に
係

る
費

用
（

補
助

対
象

金
額

）
 

円
 

補
助

率
 

 

補
助

金
交

付
確

定
金

額
 

円
 

 
 

第
８

号
様

式
（

第
１
２

条
関

係
）

 

 

奈
良

市
飼

い
主

の
い

な
い

猫
不

妊
去

勢
手

術
補

助
金

交
付

請
求

書
 

 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

 
 
 
（
宛
先
）
奈
良
市
長
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
請

求
者

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
住

所
又

は
所

在
地

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
氏

名
又

は
団

体
名

及
び

代
表

者
氏

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

㊞
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
電

話
番

号
 

 

奈
良

市
飼

い
主

の
い

な
い

猫
不

妊
去

勢
手

術
補

助
金

交
付

要
綱

第
１

２
条

の
規

定
に

よ
り

、
次

の
と

お
り

請
求

し

ま
す

。
 

１
 

請
求

内
容

 

補
助

年
度

 
 

指
令

年
月

日
 

 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

 
指

令
番

号
 

奈
良

市
指

令
 

 
 

 
第

 
 

 
 

号
 

生
息

地
域

 
奈

良
市

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

周
辺

 

手
術

し
た

猫
の

数
 

 
 

 
 

 
 

 
頭

 
（

上
限

 
５

頭
）

 

交
付

請
求

金
額
 

円
 
 

２
 

補
助

金
振

込
先

 

振
込

先
金

融
機

関
 

 

支
店

名
 

本
店

・
支

店
・

出
張

所
 

口
座

種
別

 
普

通
口

座
 

口
座

番
号

 
 

 
 

 
 

 
 

口
座

名
義

人
 

 

フ
リ

ガ
ナ

 
 

 



	 （令和２年５月21日掲示済）
	

奈良市告示第317号
　奈良市骨髄移植ドナー支援事業助成金交付要綱の一部を
改正する告示を次のように定める。
　令和２年５月27日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸	　

　　　	奈良市骨髄移植ドナー支援事業助成金交付要綱の一
部を改正する告示

　奈良市骨髄移植ドナー支援事業助成金交付要綱（令和２
年奈良市告示第171号）の一部を次のように改正する。
　第２条第１項第３号を削る。
　第４条中「90日以内」を「１年以内」に改め、同条中第
２号及び第３号を削り、第４号を第２号とする。	

　別記第1号様式中

「

」

を

２　添付書類　　
　⑴　骨髄バンクが発行する証明書
　⑵	　骨髄等の提供に要した日おいて所属する事業所等の就業規則その他事業所等の休暇制度がわか
るもの

　⑶　事業所等との雇用契約書その他事業所等との雇用関係等がわかるもの
　⑷　その他市長が必要と認める書類
３　同意・誓約事項
　⑴　私は、要綱第２条第１項第２号の確認のために住民基本台帳の調査に同意します。
　⑵	　私は、奈良市が勤務する事業所等に対して、要綱第２条第１項第３号について照会し、確認す
ることに同意します。

　⑶	　私は、奈良市が骨髄バンクに対して、要綱第３条各号について照会し、確認することに同意し
ます。

　⑷　私は、他の自治体等が実施する同様の助成金を受けていないことを誓約します。
　⑸	　私は、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でない
ことを誓約します。また、奈良市が奈良警察署等に対して当該事項を照会し、確認することに同
意します。

「

」

に改める。

２　添付書類　　
　⑴　骨髄バンクが発行する証明書
　⑵　その他市長が必要と認める書類
３　同意・誓約事項
　⑴　私は、要綱第２条第１項第２号の確認のために住民基本台帳の調査に同意します。
　⑵	　私は、奈良市が骨髄バンクに対して、要綱第３条各号について照会し、確認することに同意し
ます。

　⑶　私は、他の自治体等が実施する同様の助成金を受けていないことを誓約します。
　⑷	　私は、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でない
ことを誓約します。また、奈良市が奈良警察署等に対して当該事項を照会し、確認することに同
意します。

　　　附　則
　この告示は、令和２年６月１日から施行し、この告示に
よる改正後の奈良市骨髄移植ドナー支援事業助成金交付要
綱の規定は、同年４月１日以後の申請に係る助成金から適
用する。
	 （令和２年５月27日掲示済）

	
奈良市告示第318号
　奈良市移動支援事業実施要綱の一部を改正する告示を次
のように定める。
　令和２年５月28日
　　　　　　　　　　　　　奈良市長　仲　川　元　庸
　　　	奈良市移動支援事業実施要綱の一部を改正する告示
　奈良市移動支援事業実施要綱（平成26年奈良市告示第
194号）の一部を次のように改正する。
　第３条に次の１号を加える。
　⑷　大学修学支援型

　　	　障害者が大学等（学校教育法（昭和22年法律第26号）
に規定する大学（大学院及び短期大学を含む。）、高等
専門学校、専修学校及び各種学校をいう。以下同じ。）
に修学するに当たり、第14条第２項第１号に規定する
個別支援型の指定を受けている事業所（重度訪問介護
に係る指定障害福祉サービス事業者の指定を受けてい
る事業所に限る。）により行われる、大学等への通学
中及び大学等の敷地内における身体介護等の支援（大
学等への通学中における余暇活動その他修学に関わり
のない活動への支援を除く。）

　第６条に次の１項を加える。
２	　前項の場合において、大学修学支援に係る移動支援費
の支給を受けようとするときは、規則第28条第１項に規
定する地域生活支援事業利用（変更）申請書（兼利用者
負担額減額・免除申請書）に次に掲げる書類を添付しな
ければならない。
　⑴　大学等に在籍していることを証する書類
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　⑵	　在籍する大学等において、障害のある学生の支援に
ついて協議等を行う委員会及び障害のある学生の支援
業務を行う部署又は相談窓口が設置されていることが
分かる書類

　⑶	　大学等において、常時介護を要するような重度の障
害者に対する支援体制の構築に向けた計画が立てら
れ、着実に大学等による支援が進められていることが
わかる書類

　⑷	　入学後に停学その他の処分を受けていないことを確
認することができる書類

　⑸	　前年度の修得単位数を確認することができる書類（大
学等に２年以上在籍している者に限る。）

　別表第３中「ケアホーム」を「グループホーム」に改め、
同表に次のように加える。

大学修学支援 180時間

　別表第４に次のように加える。
　３　大学修学支援型算定単価

時　　間 算定単価
30分以内 800円
30分を超えて１時間以内 1,600円
１時間を超えて1.5時間以内 2,400円
1.5時間を超えて２時間以内 3,200円
２時間を超える時間30分までごと 800円を加算

型は２」の次に「、大学修学支援型は３」を加える。
　　　附　則
　（施行期日）
１	　この告示は、令和２年５月28日から施行し、この告示
による改正後の奈良市移動支援事業実施要綱の規定は、
同年４月１日から適用する。
　（経過措置）
２	　この告示の施行の際、現にこの告示による改正前の奈
良市移動支援事業実施要綱別記第７号様式の規定に基づ
き作成されている用紙は、当分の間、必要な調整をして
使用することができる。
	 （令和２年５月28日掲示済）

公 営 企 業

奈良市企業局管理規程第14号
　須川ダム操作規程の一部を改正する規程を次のように定
める。
　令和２年５月21日
　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市公営企業管理者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　池　田　　　修
　　　須川ダム操作規程の一部を改正する規程
　須川ダム操作規程（昭和60年奈良市水道局管理規程第１
号）の一部を次のように改正する。
　第４条に次の１項を加える。
２	　前項に定める「洪水」のうち、貯水池への流入量が毎
秒9.2立方メートル以上であることを「大規模洪水」と
いい、大規模洪水が発生しているときを「大規模洪水時」
という。
　第13条中第５項を第８項とし、第４項の次に次の３項を
加える。
５	　ダムの放流管に設置する個々のバルブは、放流管の下
流側にあるものを放流管バルブ、上流側にあるものを放
流管予備バルブという。
６	　放流管からの放流を行うときは、次に掲げる順序によ
り行うものとする。
　⑴	　放流管バルブを全閉し、放流管予備バルブを開く。
その際、放流管予備バルブは、必ず全開にする。

　⑵	　放流管予備バルブを全開した後、放流管バルブを操
作して所要の放流量を放流する。

７	　放流を停止するときは、前項に定める操作の逆の順序
によつて行うものとする。
　第３章中第23条の次に次の１条を加える。
　（大規模洪水時等における措置）
第	24条　第４条第２項に規定する「大規模洪水」が発生す
るおそれがあるとき、又は発生しているときは、第10条
から前条の規定にかかわらず、公営企業管理者が別に定
める操作要領に基づき適切な措置をとらなければならな
い。
　　　附　則
　この規程は、公布の日から施行する。
	 （令和２年５月21日掲示済）

	
奈良市企業局管理規程第15号
　奈良市水道施設布設工事負担金徴収規程の一部を改正す
る規程を次のように定める。
　令和２年５月25日
　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市公営企業管理者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　池　田　　　修
　　　	奈良市水道施設布設工事負担金徴収規程の一部を改

正する規程
　奈良市水道施設布設工事負担金徴収規程（昭和60年奈良
市水道局管理規程第６号）の一部を次のように改正する。
　別表中「20.29%」を「22.72%」に、「18.89%」を「21.07%」
に、「15.65%」を「17.23%」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１	　この規程は、令和２年６月１日から施行する。
　（経過措置）
２	　この規程による改正後の奈良市水道施設布設工事負担
金徴収規程の規定は、この規程の施行の日以後における

　別記第７号様式中
「

」
を□身介有　□施設等利用型

□身介無

「

」
に改め、「施設等利用□身介有　□施設等利用型

□身介無　□大学修学支援型
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工事申込みに係る分について適用し、同日前に工事申込
みがあったものについては、なお従前の例による。
	 （令和２年５月25日掲示済）

	
奈良市企業局管理規程第16号
　奈良市企業局会計規程の一部を改正する規程を次のよう
に定める。
　令和２年５月28日
　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市公営企業管理者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　池　田　　　修
　　　奈良市企業局会計規程の一部を改正する規程
　奈良市企業局会計規程（平成26年奈良市企業局管理規程
第９号）の一部を次のように改正する。
　第６条第３号及び第４号を次のように改める。
　⑶	　企業財務課に属する職員で職務の級が５級から７級

までの職にある者（第１号に掲げる者を除く。）
　⑷	　企業出納課に属する職員で職務の級が５級から７級
までの職にある者（第２号に掲げる者を除く。）

　第７条ただし書中「企業財務課長補佐」を「前条第３号
に掲げる者のうち、最も上位の職務の級の職にある者（そ
の者が２人以上の場合は、最も上位の号給の職にある者）」
に、「企業出納課長補佐」を「同条第４号に掲げる者のうち、
最も上位の職務の級の職にある者（その者が２人以上の場
合は、最も上位の号給の職にある者）」に改める。
　　　附　則
　この規程は、公布の日から施行し、令和２年４月１日か
ら適用する。
	 （令和２年５月28日掲示済）

消 防

奈良市消防局長訓令甲第７号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全　職　員　
　奈良市消防文書規程等の一部を改正する訓令を次のよう
に定める。
　令和２年５月19日
　　　　　　　　　　奈良市消防局長　西　岡　光　治　
　　　奈良市消防文書規程等の一部を改正する訓令
　（奈良市消防文書規程の一部改正）
第	１条　奈良市消防文書規程（昭和42年奈良市消防長訓令
甲第５号）の一部を次のように改正する。
　	　第４条第２項中「署長補佐のうちから、当該主管課長
が指名する者」を「副署長」に改める。
　（奈良市消防安全管理規程の一部改正）
第	２条　奈良市消防安全管理規程（昭和59年奈良市消防長
訓令甲第４号）の一部を次のように改正する。
　	　第８条第２項中「署長補佐」を「職員」に改める。
　（奈良市火災予防査察規程の一部改正）
第	３条　奈良市火災予防査察規程（平成19年奈良市消防局
長訓令甲第８号）の一部を次のように改正する。
　	　第９条第５項中「各署長が指名した署長補佐」を「庶

務係長」に改める。
　　　附　則
　この訓令は、令和２年５月19日から施行し、第１条の規
定による改正後の奈良市消防文書規程の規定、第２条の規
定による改正後の奈良市消防安全管理規程の規定及び第３
条の規定による改正後の奈良市火災予防査察規程の規定
は、同年４月１日から適用する。
	 （令和２年５月19日掲示済）

教 育 委 員 会

奈良市教育委員会告示第14号
　奈良市通級指導教室設置要綱の一部を改正する告示を次
のように定める。
　令和２年５月26日
　　　　　　　　　　　　　奈良市教育委員会
　　　　　　　　　　　　　　教育長　北　谷　雅　人
　　　奈良市通級指導教室設置要綱の一部を改正する告示
　奈良市通級指導教室設置要綱（平成20年奈良市教育委員
会告示第43号）の一部を次のように改正する。
　第２条の表に次のように加える。

奈良市立富雄第三中学校通級指
導教室
ステップ教室（ＬＤ等発達障害）

奈良市帝塚山南
２丁目11－１

　　　附　則
　この告示は、令和２年５月26日から施行し、この告示に
よる改正後の奈良市通級指導教室設置要綱の規定は、同年
４月１日から適用する。
	 （令和２年５月26日掲示済）
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